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１．経営戦略策定及び改定の背景と目的 

我が国においては、今後の急速な人

口減少等に伴うサービス需要の減少や

施設の老朽化に伴う更新需要の増大な

ど、公営企業を取り巻く経営環境が厳し

さを増す中にあって、各公営企業が将来

にわたり住民生活に必要なサービスを

安定的に提供していくためには、公営企

業会計の適用拡大や経営比較分析表の

活用による「見える化」とする現状分析

に基づき、経営戦略の策定や抜本的な

改革等の取組を通じ、経営基盤の強化

と財政マネジメントの向上を図るととも

に、これらについてより的確に取り組み

を推進することが求められています。  

  

長万部町下水道事業経営戦略 令和 6 年３月改定版  
（概要版） 

計画期間：令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度 
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２．本戦略の対象となる事業の現況  
 
本戦略において対象となる事業は、長万部町公共下水道事業となりま

す。長万部処理区は公共下水道事業の認可（下水道認可区域 306ha）

を受け、事業運営を行っています。事業概要は右図のとおりです。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
※処理区内人口密度は令和 4年度決算統計に基づく算出となります。 

 

■使用料体系（税抜き） 
  
 
 
 
 
 
 
 

  

項目 
処理区域 

長万部処理区 

事業 公共下水道事業 

供用開始 平成 4（1992）年 10月 1日 

法適・非適用区分 
非適用 

令和 6（2024）年 4月 1日法適用予定 

処理区域内人口密度※ 13.0人／ha 

流域下水道等への接続の有無 無し 

処理場数 1 

広域化・共同化・最適化実施状況 

広域化・共同化・最適化については令和 2

（2020）年より汚水処理共同整備事業を開

始。 

用途区分 基本使用料 排除汚水量の区分 従量使用料 

一般用 8㎥まで 1,200円 1㎥超過 150円／㎥ 

浴場用 100㎥まで 11,700円 1㎥超過 115円／㎥ 
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３．経営の現状分析 
 

■過去５か年決算実績の推移（単位：千円、人） 

 

平成 30（2018）年度から令和 4（202２）年度までの過去５

か年における公共下水道事業を決算統計から集計しました。集

計は経常的な活動の収支を示す収益的収支、投資及び企業債

の発行及び償還を示した投資的収支のほか地方債残高の推移

及び収益の基礎となる処理区域内人口の推移を分析しました。  
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❶料金収入が減収傾向 

2019（令和元）年度以降は処理区内人口減少に伴い減収傾向。 

❷経費は増加傾向  

物価上昇による経費は増加傾向となっているほか、修繕費は施設・設備の老朽化等に伴い、増加傾向となります。 

２０２０（令和２）年度に行った料金改定時の想定よりも物価が急激に増加していることから、費用の見直しやコストのスケールメリットの検討が必要です。 

❸企業債償還は減少傾向  

地方債償還元金は減少し、企業債発行抑制により地方債元金は減少傾向。 

■2021（令和３）年度 北海道道内各市の指標一覧（下水道事業） 

団体名 
事業 処理区域内 

人口（人） 
有収率（％） 

家庭料金 

20㎥（円） 

経費回収率

（％） 

汚水処理原価

（円） 
水洗化率（％） 

公共 

長万部町 〇 3,594 53.41 3,300 38.55 470.57 85.28 

増毛町 〇 2,415 90.36 3,790 47.71 326.04 76.07 

むかわ町 〇 3,277 67.27 3,860 94.12 192.49 90.63 

大樹町 〇 3,712 91.91 3,721 36.29 511.21 95.74 

夕張市 〇 1,936 68.67 5,105 47.67 571.36 90.70 

木古内町 〇 2,352 86.49 4,400 25.07 947.55 69.13 

今金町 〇 3,320 89.62 2,950 67.68 229.81 92.56 

共和町 〇 1,255 63.27 3,880 48.98 436.62 65.42 

古平町 〇 2,292 84.83 4,135 66.70 281.15 60.65 

上川町 〇 2,740 54.59 2,604 39.85 376.91 87.81 

下川町 〇 2,425 72.87 2,486 58.50 235.61 97.44 

美深町 〇 3,134 72.44 2,940 96.01 160.17 96.84 

雄武町 〇 3,209 80.60 3,590 62.74 319.75 87.91 

安平町 〇 3,172 75.78 3,960 71.16 287.34 91.20 

平均   2,774 75.15 3,623 57.22 381.90 84.81 
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■経費回収率の推移（単位：円、％） 

項目 
平成 30年度 

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和 2年度 

（2020） 

令和 3年度 

（2021） 

令和 4年度 

（2022） 

汚水処理費（千円） 105,143 111,321 134,710 151,620 180,824 

使用料（千円） 58,820 59,858 59,565 58,450 57,692 

経費回収率 55.94% 53.77% 44.22% 38.55% 31.91% 

 

■汚水処理原価の推移（単位：千円、㎥） 

項目 
平成 30年度 

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和 2年度 

（2020） 

令和 3年度 

（2021） 

令和 4年度 

（2022） 

汚水処理費（千円） 105,143 111,321 134,710 151,620 180,824 

有収水量（㎥） 327,217 332,257 333,124 322,205 315,555 

汚水処理原価（円） 321.32 335.04 404.38 470.57 573.03 

 

■水洗化率の推移（単位：人、％） 

項目 
平成 30年度 

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和 2年度 

（2020） 

令和 3年度 

（2021） 

令和 4年度 

（2022） 

現在水洗便所設置済人口 2,839 2,818 2,805 3,065 2,995 

現在処理区域内人口 3,971 3,856 3,679 3,594 3,520 

水洗化率（％） 71.49% 73.08% 76.24% 85.28% 85.08% 

 

４．経営の基本方針               
 
 

❶公営企業会計導入に向けた損益に基づく財務管理 

本町においては令和 6年度より公営企業会計への移行がなされます。 

これにより、企業会計導入となり、より一層の「見える化」が可能となります。 
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一方では、企業会計導入による減価償却費の計上など費用の拡大が想定され、利益を確保しながら事業を継続する必要があります。 

❷経費回収率の向上 

国土交通省においては、下水道事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当該事業の性質上能率的な経営を行ってもなおその

経営に伴う収入のみをもって充てることが困難であると認められる経費を除き、当該事業の経営に伴う収入をもって充てなければならないとしており、適

正な経費負担区分を前提とした「独立採算の原則」が定められていることから、経費回収率を 100％とすることを目指すべきとしています。本町において

は令和 3年度において 38.55％と 100％から大きく下回っています。 

 

➌今後の予測を踏まえた収益の確保 

現状の物価上昇だけではなく、❶にあるような減価償却費計上に伴う経費増加などに対する収益の確保だけではなく、これまでのように一般会計から

の繰入金で損失や収支不足を補うことを見直す必要があります。 

 

❹環境保全を保つための適正な投資 

下水道事業はそもそも「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。」（下水道法

第１条より抜粋）としていることから、この目的を達成するためには施設・設備に対する継続的な投資が必要不可欠です。 

 

５．投資・財政計画               

 今後の予測やシミュレーション設定条件に基づき、本戦略の計画期間である令和 14（2032）年度までの投資・財政計画を策定しました。 

 

■投資・財政計画のポイント 

○使用料収入の不足（R8年度使用料 20％アップを想定） 

人口減少に伴い使用料収入の減少傾向があり、収支不足の状態となる。 

○建設改良費の増加 

 今後も施設更新や浸水対策等の工事予定から企業債償還金の増加傾向となる。 

○経費回収率 

 使用料減収にあわせて経費回収率も減少傾向となる。 
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【収益的収支】

適用会計

計画年次 ❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓

収益的収入

営業収益 54,179 53,257 57,712 57,109 75,954 75,856 87,110 86,974 86,838 86,702 86,567 86,432 86,297

営業外収益 202,506 155,509 195,432 228,399 166,189 167,198 169,471 161,834 173,198 184,562 195,925 207,289 218,653

収益的収入計 256,685 208,766 253,144 285,508 242,143 243,054 256,581 248,808 260,036 271,264 282,492 293,721 304,950

収益的費用

営業費用 132,450 149,777 178,952 195,771 340,969 343,113 345,821 357,620 368,984 380,348 391,711 403,075 414,439

営業外費用 15,479 11,620 8,842 6,533 4,531 3,103 2,080 1,399 1,201 1,431 1,469 1,588 1,759

収益的費用計 147,929 161,397 187,794 202,304 345,500 346,216 347,901 359,019 370,185 381,779 393,180 404,663 416,198

収益的収支 108,756 47,369 65,350 83,204 △ 103,357 △ 103,162 △ 91,320 △ 110,211 △ 110,149 △ 110,515 △ 110,688 △ 110,942 △ 111,248

【資本的収支】

適用会計

計画年次 ❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓

資本的収入

企業債 3,500 10,400 15,600 125,900 124,300 257,900 125,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

補助金等 51,885 60,000 31,700 377,101 396,101 556,522 365,353 246,099 239,198 232,380 225,562 218,743 211,925

資本的収入計 55,385 70,400 47,300 503,001 520,401 814,422 490,353 396,099 389,198 382,380 375,562 368,743 361,925

資本的支出

建設改良費 14,549 15,000 34,140 380,040 301,000 588,000 262,000 300,000 300,000 310,000 300,000 300,000 300,000

地方債償還 134,251 101,240 86,424 84,220 69,313 60,506 48,985 40,249 37,800 46,281 47,429 47,265 48,119

資本的支出計 148,800 116,240 120,564 464,260 370,313 648,506 310,985 340,249 337,800 356,281 347,429 347,265 348,119

資本的収支 △ 93,415 △ 45,840 △ 73,264 38,741 150,088 165,916 179,368 55,850 51,398 26,099 28,133 21,478 13,806

令和06年度

予測

令和07年度

予測

令和08年度

予測

令和09年度

予測

令和10年度

予測

令和11年度

予測

令和05年度

予測

令和13年度

予測

令和06年度

予測

令和07年度

予測

令和14年度

予測

項目
令和02年度

決算

令和03年度

決算

令和04年度

予算

令和12年度

予測

令和13年度

予測

令和14年度

予測

公営企業会計

項目

実績

官庁会計

実績

官庁会計

令和02年度

決算

令和03年度

決算

令和04年度

予算

令和05年度

予測

公営企業会計

令和08年度

予測

令和09年度

予測

令和10年度

予測

令和11年度

予測

令和12年度

予測
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６．今後の経営戦略改定に向けて 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現状分析 予測 経営方針の策定 投資・財政計画

・使用料収入／経費予測 ・活動方針の策定 ・複数パターンによるシュミレーション

・投資／財源予測 ・目標数値の設定 ・シュミレーションに基づく活動計画への展開

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和1３年度 令和1４年度

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度

計画年次❶ 計画年次❷ 計画年次❸ 計画年次❹ 計画年次❺ 計画年次❻ 計画年次❼ 計画年次❽ 計画年次❾ 計画年次❿

接続に向けた広報・啓蒙活動
効果検証

収益：使用料改定 協議・検討 協議・検討 審議 実施 効果検証 効果検証 効果検証
料金について
の協議

効果検証 効果検証

費用：効率的なコスト 協議・検討 協議・検討 協議・検討 実施 効果検証 効果検証 効果検証 対応協議 効果検証 効果検証

他会計補助金についての協議 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討

活動

経営戦略

→

→

料金検討

料金についての検証

令和8年度 → 令和13年度 → 令和17年度

→

見直し

検証・検討

見直し 見直し・改定

見直し 検証・検討

令和18年度

経 営戦 略

令和5年度 → 令和9年度 → 令和14年度


